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ポストコロナを見据えた受入環境整備促進事業補助金交付要領 

平成２８年４月１１日 国 総 支 第 ３ 号 

国 鉄 都 第 ６ 号 － ２ 

国 鉄 事 第 １ ０ 号 

国 自 旅 第 ６ 号 

国 海 内 第 ３ 号 

観 観 産 第 ２ 号 

観 参 第 ７ 号 

平成２８年６月１０日 国 総 支 第 ２ ４ 号 

国 総 物 第 １ ７ 号 

国 鉄 総 第 ４ ９ 号 

国 鉄 都 第 ３ ７ 号 

国 鉄 事 第 ７ １ 号 

国 自 旅 第 ４ ８ 号 

国 海 内 第 ２ ８ 号 

国 港 産 第 ２ ７ 号 

国 空 ネ 企 第 ３ ３ 号 

国 空 事 第 １ ０ ８ ８ 号 

観 参 第 ５ ０ 号 

平成２８年１１月２８日 国 総 支 第 ４ ４ 号 

国 総 物 第 ６ ５ 号 

国 鉄 総 第 １ ８ ５ 号 

国 鉄 都 第 ７ ４ 号 

国 鉄 事 第 １ ９ ９ 号 

国 自 旅 第 ２ ０ ９ 号 

国 海 内 第 １ ０ ８ 号 

国 港 総 第 ３ ０ ３ 号 

国 空 ネ 企 第 １ ２ ３ 号 

国 空 事 第 ４ ４ ６ ４ 号 

観 参 第 １ ８ ７ 号 

平成２９年３月１５日 国 総 支 第 ６ ２ 号 

国 総 物 第 １ ０ ２ 号 

国 鉄 総 第 ２ ９ ７ 号 

国 鉄 都 第 １ ３ ３ 号 

国 鉄 事 第 ３ ２ ０ 号 

国 自 旅 第 ３ ７ ７ 号 

国 海 内 第 １ ７ ２ 号 

国 港 総 第 ４ ９ ２ 号 

国 空 ネ 企 第 １ ７ ０ 号 

国 空 事 第 ７ ２ ５ ３ 号 

国 空 環 第 ７ ９ 号 

観 参 第 ２ ６ ７ 号 

平成３０年３月２８日 国 総 支 第 ６ ４ 号 

国 総 物 第 １ ４ ５ 号 

国 鉄 総 第 ３ ２ ７ 号 

  国 鉄 都 第 １ ７ ９ 号 
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国 鉄 事 第 ２ ５ ８ 号 

国 自 旅 第 ２ ９ ６ 号 

国 海 内 第 １ ８ ９ 号 

国 港 総 第 ５ ９ ９ 号 

国 空 事 第 １ ０ ７ ４ 号 

国 空 業 第 １ ６ ７ 号 

観 観 産 第 ８ ３ １ 号 

観 参 第 ２ ９ ６ 号 

平成３０年１０月 4日 国 鉄 総 第 ２ ０ ２ 号 

国 自 旅 第 １ ６ ０ 号 

国 海 内 第 ６ ７ 号 

国 港 総 第 ３ ４ ５ 号 

国 空 事 第 ８ ２ ８ 号 

国 官 参 空 第 ２ ４ 号 

観 参 第 ２ ７ １ 号 

平成３１年 2月１９日 国 総 支 第 ４ ４ 号 

国 鉄 総 第 ３ ４ ５ 号 

国 自 旅 第 ２ ３ １ 号 

国 海 内 第 ２ ０ ８ 号 

国 空 事 第 １ ４ ８ ３ 号 

国 官 参 空 第 ６ ４ 号 

観 観 産 第 ６ ４ ２ 号 

観 参 第 ６ ０ ４ 号 

平成３１年４月２６日 国 総 支 第 １ ６ 号 

国 総 物 第 １ ５ 号 

国 鉄 総 第 ４ ７ 号 

国 鉄 都 第 ４ ２ 号 

国 鉄 事 第 ４ ５ 号 

国 自 旅 第 ３ ３ 号 

国 海 内 第 ２ ４ 号 

国 港 総 第 ６ ３ 号 

国 空 事 第 １ ４ １ 号 

国 官 参 空 第 １ ３ 号 

観 観 産 第 ２ ３ 号 

観 参 第 １ ０ ７ 号 

令和元年６月２５日 観 参 第 ２ ８ ７ 号 

令和２年２月１３日 観 観 産 第 ７ ４ ７ 号 

観 参 第 １ ０ １ ３ 号 

令和２年３月３０日 国 総 地 第 ７ ２ 号 

国 総 物 第 ６ ９ ５ 号 

国 鉄 総 第 ４ ７ ５ 号 

国 鉄 都 第 ２ ３ １ 号 

国 鉄 事 第 ４ ３ ６ 号 

国 自 旅 第 ３ １ ８ 号 

国 海 内 第 １ ２ ３ 号 

国 港 総 第 ６ ９ ２ 号 

国 官 参 空 第 １ ０ ３ 号 
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観 観 産 第 ９ ２ ９ 号 

観 参 第 １ ２ １ １ 号 

令和２年４月７日 国 総 地 第 ４ 号 

国 鉄 総 第 ３ 号 

国 鉄 都 第 １ ７ 号 

国 鉄 事 第 ５ 号 

国 自 旅 第 ２ 号 

国 海 内 第 ３ 号 

国 海 外 第 ２ 号 

国 港 総 第 ６ 号 

国 官 参 空 第 ２ 号 

観 観 産 第 ３ 号 

観 参 第 ５ 号 

令和２年７月３日 国 総 地 第 ３ ９ 号 

国 総 モ 第 ２ ０ 号 

国 鉄 都 第 ５ ５ 号 

国 鉄 事 第 １ ０ ５ 号 

国 自 旅 第 ８ ５ 号 

国 海 内 第 ３ １ 号 

国 海 外 第 ７ ２ 号 

国 官 参 空 第 ４ ７ 号 

観 観 産 第 ２ ３ ２ 号 

観 参 第 ３ ５ ５ 号 

令和２年１１月５日 国 総 地 第 ７ ９ 号 

国 総 モ 第 ７ ６ 号 

国 鉄 総 第 ２ ７ ３ 号 

国 鉄 都 第 １ ２ ２ 号 

国 鉄 事 第 ３ １ ４ 号 

国 自 旅 第 ２ ６ ６ 号 

国 海 内 第 １ ７ ５ 号 

国 海 外 第 １ ８ １ 号 

国 港 総 第 ４ ０ ４ 号 

国 空 総 第 ６ ６ ９ 号 

観 観 産 第 １ ３ ２ ５ 号 

観 参 第 ７ ８ ２ 号 

令和３年３月 2 日 国 総 地 第 １ ０ １ 号 

国 鉄 総 第 ３ ９ ９ 号 

国 鉄 都 第 １ ８ ８ 号 

国 鉄 事 第 ６ ７ １ 号 

国 自 旅 第 ４ ２ ８ 号 

国 海 内 第 ２ １ １ 号 

国 海 外 第 ２ ８ ５ 号 

国 港 総 第 ６ ２ ４ 号 

国 空 総 第 １ ０ ５ ５ 号 

観 観 産 第 １ ８ ６ ６ 号 

観 参 第 １ １ ２ ８ 号 

令和３年３月３０日 国 総 地 第 １ １ ７ 号 
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国 鉄 総 第 ４ ７ ３ 号 

国 鉄 都 第 ２ ７ ４ 号 

国 鉄 事 第 ８ ３ ６ 号 

国 自 旅 第 ４ ９ ３ 号 

国 海 内 第 ２ ３ ０ 号 

国 海 外 第 ３ １ ６ 号 

国 港 総 第 ７ ７ ０ 号 

国 空 総 第 １ １ ７ １ 号 

観 観 産 第 ２ ０ ４ ６ 号 

観 参 第 １ ２ ７ １ 号 

令和４年２月８日 国 総 地 第 ５ ９ 号 

国 総 モ 第 ７ ７ 号 

国 総 物 第 ８ ３ 号 

国 鉄 総 第 ３ ５ ９ 号 

国 鉄 都 第 １ ４ ２ 号 

国 鉄 事 第 ６ １ ３ 号 

国 鉄 施 第 ３ １ ７ 号 

国 自 旅 第 ４ ５ ０ 号 

国 海 内 第 ２ ５ ４ 号 

国 海 外 第 ３ ６ ８ 号 

国 港 総 第 ５ ８ ８ 号 

国 空 総 第 １ ０ ６ ５ 号 

観 観 産 第 ３ ２ ０ 号 

観 参 第 ６ ２ ４ 号 

令和４年３月２２日 国 総 地 第 ８ １ 号 

国 鉄 総 第 ４ ３ ３ 号 

国 鉄 都 第 ２ ０ １ 号 

国 鉄 事 第 ６ ９ ４ 号 

国 自 旅 第 ５ ２ １ 号 

国 海 内 第 ３ ０ ３ 号 

国 海 外 第 ４ １ １ 号 

国 港 総 第 ６ ７ ９ 号 

国 空 総 第 １ ２ ５ ９ 号 

観 観 産 第 ４ ４ ４ 号 

観 参 第 ７ ５ ３ 号 

令和５年２月８日 国 総 地 第 ８ ４ 号 

国 総 モ 第 １ ０ ０ 号 

国 鉄 総 第 ３ ９ ５ 号 

国 鉄 都 第 １ ３ ６ 号 

国 鉄 事 第 ６ ３ ０ 号 

国 鉄 施 第 ２ ５ ３ 号 

国 自 旅 第 ４ ２ １ 号 

国 海 内 第 １ ２ ０ 号 

国 海 外 第 ３ ６ ５ 号 

国 港 総 第 ６ ０ ３ 号 

国 空 総 第 １ ０ ６ ９ 号 

観 観 産 第 ４ ８ ２ 号 
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観 参 第 ６ ３ ２ 号 

令和５年３月２８日 国 総 地 第 １ ０ ２ 号 

国 鉄 総 第 ４ ７ ７ 号 

国 鉄 都 第 ２ １ ０ 号 

国 鉄 事 第 ８ １ １ 号 

国 自 旅 第 ５ ２ １ 号 

国 海 内 第 ２ ３ ８ 号 

国 海 外 第 ４ ３ ８ 号 

国 港 総 第 ７ ２ ４ 号 

国 空 総 第 １ ２ ８ ７ 号 

観 観 産 第 ５ ５ ８ 号 

観 参 第 ７ ３ ３ 号 

令和６年１月１１日 国 総 地 第 １ ０ ７ 号 

国 鉄 事 第 ５ ５ ５ 号 

国 自 旅 第 ２ ３ ０ 号 

観 参 第 １ ２ ０ １ 号 

令和６年１月１５日 国 空 総 第 ８ ９ ９ 号 

観 観 産 第 ２ ２ ５ ５ 号 

観 参 第 １ ４ ３ ０ 号 

 

 

 

この交付要領は、ポストコロナを見据えた受入環境整備促進事業補助金交付要綱（平成２８年４月１１日 

国総支第 2 号、国鉄都第６号－1、国鉄事第 9 号、国自旅第 5 号、国海内第 2 号、観観産第 1 号、観参第 6

号。以下「交付要綱」という。）のほか、ポストコロナを見据えた受入環境整備促進事業補助金の交付等ポ

ストコロナを見据えた受入環境整備促進事業の実施に当たって必要な事項を定める。 

 

 

 

 ※本資料は、インバウンド安全・安心対策推進事業の抜粋版となります 

 

 

 

附  則 

第１条 この要領は、令和６年１月１５日から施行する。 

 

（インバウンド安全・安心対策推進事業） 

第５条 ポストコロナを見据えた受入環境整備促進事業補助金のうち、令和５年度一次補正予算におけるイ

ンバウンド安全・安心対策推進事業の実施に当たって必要な事項を次の通り定める。 

 

１．共通事項 

①事業実施について 

ポストコロナを見据えた受入環境整備促進事業補助金のうち、インバウンド安全・安心対策推進事業

関係について、補助対象事業者は、交付申請書に当該補助対象事業者が事前に策定した事業計画等を添

付して、地方運輸局等に提出する。 
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②軽微な変更に係る取扱い 

  交付要綱第８３条第１項第１号ただし書きに規定する大臣が定める軽微な変更の範囲は次のとおり

とする。 

・様式第７－１別紙に記載の「補助対象事業の目的・内容」又は「費用総額」の内容の変更 

③立地要件 

  訪日外国人旅行者の受入れに関し一定の体制を整えている地域又は訪日外国人旅行者の誘致等、観光

振興に意欲を有する地域。 

なお、以下の事業について優先的に採択する。 

・「非常時における外国人旅行者の安全・安心の確保に向けた指針」に基づき観光危機管理計画を

策定した地域の事業 

・「地域防災計画」等において訪日外国人旅行者の避難計画等を定めた地域の事業 

・日本政府観光局により、上位のカテゴリーに認定されている又は認定の見込みがある観光案内所

を補助対象とする事業 

 

④補助対象外となる経費 

次に掲げる経費は、補助対象としない。 

・土地の取得、賃借に要する経費 

・故障、老朽化等に対応するための機能の明確な向上を伴わない修理修繕、代替更新のみに要する経

費 

・消耗品、保険料、SIM カードや通信費等のランニングコストやレンタル・リース契約に関する経費 

・人件費等の事業実施後の設備維持、運営に関する費用 

 

⑤多言語での案内標識・案内表示について 

多言語での案内標識・案内表示については英語併記を基本とする。なお、中国語（簡体字/繁体字）又

は韓国語その他の必要とされる言語については視認性や美観等に問題がない限り、表記を行うこととす

る。また、翻訳に際しては校正（※）を実施すること。 

また、禁止・注意を促したり、案内・誘導等を示す上で、見た目のわかりやすさが特に重視され、「ピ

クトグラム」で十分必要な情報を伝えることができる場合は、「ピクトグラム」の使用も有効であり、

外国語の併記を必ずしも必要としない。なお、「ピクトグラム」についてはＪＩＳ Ｚ８２１０に示さ

れた図記号の他、「一般案内用図記号検討委員会」が策定した「標準案内用図記号」、「２０２０年オ

リンピック・パラリンピック大会に向けた多言語対応協議会小売プロジェクトチーム」が策定した「小

売業の多言語ガイドライン」を参考とする。自治体や事業者の中には、上記「ピクトグラム」をベース

にして、オリジナルの配色やデザインの変更を施して使用している場合があるが、不統一や非連続性が

原因で訪日外国人旅行者に混乱をもたらすことがないよう、十分に配慮する必要がある。 

※校正とは 

翻訳される言語を第一言語とする者や通訳案内士等の第三者が誤訳やスペルミス、文法の誤り等を指

摘・訂正することで、必ずしもネイティブでない外国人にも十分伝わる、わかりやすさを重視した平明

な言語・文章とすること。 

 

⑥無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備について 

本事業による補助金を活用し、無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備を図る際は、共通シンボルマーク

「Japan.Free Wi-Fi」の掲出に関しての登録申請も併せて行い、シンボルマークの掲出を行うことにす

る。 

加えて、不正利用防止の観点から、一定程度の本人性が認証できる認証方式が必要である。 

利用者の利便性及び不正利用防止の観点から、総務省が求める認証方式に準じて、１）による認証方

式、２）及び３）の認証方式併用（※１）を導入することとする。（※２） 

１）ＳＭＳ（ショートメッセージ）・電話番号を利用した認証方式 
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２）ＳＮＳアカウントを利用した認証方式 

３）利用していることの確認を含めたメール認証方式（※３） 

（※１）利用者が２）又は３）の認証方式を選択し、どちらか一方の認証で利用可能となる認証方式 

（※２）上記認証方式を適用しなくてもよいケース 

・災害時における無料公衆無線ＬＡＮの開放時 

・屋内外問わず、利用者の容姿又は氏名の確認を取ることが可能な場所での使用時 

なお、いずれかの方式で実施することが困難と認められる場合には、対面配布方式や２）又

は３）の認証方式の単独実施でも認める場合がある。 

（※３）メール認証方式について、主に国内携帯キャリア契約者以外（訪日外国人旅行者等）はメー

ル受信ができないため、訪日外国人旅行者受入環境整備の目的で Wi-Fi を設置する場合は、手

続きにかかる最初の数分間はネット接続を可能とする、又はメール受信のみネット接続を可能

とする等の対応が必要となる。 

 

2．災害時の観光施設等における避難所機能の強化 

①基本的な考え方 

災害時に訪日外国人旅行者を受け入れる観光施設等における避難所機能の強化を推進することで、訪

日外国人旅行者がわが国を安心して旅行できる環境を整備するため、これらの機能強化に資する整備を

支援するものである。 

 

②補助対象事業者 

観光案内所・観光施設等を設置し、若しくは管理する者、又は観光地における店舗・事業所等を運営す

る者を補助対象事業者とする。 

 

③補助対象要件 

１）補助対象施設等 

本補助事業の対象となる観光施設等（以下「補助対象施設等」という。）とは訪日外国人旅行者が

毎年一定数訪れている又は訪れると推定される以下のものとする。 

ただし補助対象事業者であっても、宿泊事業及び交通事業に係る施設の整備は補助対象外とする。 

・由緒があり建築的に優れている、文化財を所蔵・附帯している、又は境内（庭園を含む。）が優れ

ている神社、寺院、又は教会 

・古代から近世に至る軍事や行政府等としての目的で建造された城跡、城郭、又は宮殿 

・鑑賞や散策などのために造成された庭園又は公園 

・動植物を飼育し展示している動植物園又は水族館 

・歴史的資料、科学的資料、又は美術作品を展示している博物館又は美術館 

・特徴的な概念（テーマ）を表現し、体験するために作られたテーマ公園又はテーマ施設 

・「外国人観光案内所の設置・運営のあり方指針」（平成３０年４月改訂 又は 令和 5 年 3 月改訂）に

基づき、当該年度における補助事業実施対象期間において、日本政府観光局により、認定されてい

る又は認定の見込みがある観光案内所 

 ※申請にあたり新たに認定を受けようとする又は更新を行う観光案内所は、「外国人観光案内所の

設置・運営のあり方指針」（令和５年３月改訂）を参照することとする。 

・国土交通省により登録されている「道の駅」、「みなとオアシス」等 

・上記以外で訪日外国人旅行者の利用が見込まれる観光施設等 

２）その他要件 

ⅰ）災害時の利用について、関係地方公共団体との調整が整っていること。 

ⅱ）災害等の発生が補助対象施設等の業務時間内である場合には、必要な安全の確認等を行った上

で、可能な限り業務を継続すること。 
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ⅲ）災害等の発生が補助対象施設等の業務時間外である場合には、公共交通機関の運行状況や当該

施設等が所在する地域における観光の状況に照らして、訪日外国人旅行者による相談が見込まれ

る場合には、必要な安全の確認等を行った上で、可能な限り速やかに業務を開始すること。 

ⅳ）ⅱ）又はⅲ）の後は、少なくとも通常の業務時間内は業務を行うこととし、その後も訪日外国

人旅行者による問い合わせが予見される場合は、可能な限り業務継続に努めること。 

ⅴ）災害時において、訪日外国人旅行者の求めに応じて、災害情報、公共交通機関の運行状況、宿

泊や避難に関する情報等を案内するとともに、情報端末の充電、トイレ利用、避難所利用等のサ

ービスを無料で提供すること。また、これらの提供サービスの内容については、多言語で分かり

やすく表示しておくこと。 

 ※災害時の情報提供にあたっては、『外国人旅行者向け「伝わる表現」用語集』（令和 3 年 3 月策

定）を参考とする。 

ⅵ）災害時において、多言語案内・翻訳用タブレット端末又は多言語案内・翻訳システム機器等の

活用によることも含め、英語及びその他の外国語による対応も可能であること。 

ⅶ）広く開放しているトイレを対象とし、商業施設、劇場、レジャー施設、スポーツ施設、遊技場、

その他これらに類する営利目的の施設内及び公共空間であっても利用料を収受しなければ入場

できない箇所に所在するトイレ及び地域住民の利用が主たるトイレは除くものとする。 

対象となるトイレの所在をトイレの周囲やトイレ外壁等に多言語又はピクトグラムにより表示

すること。 

 

④補助対象経費 

補助対象経費については、以下のとおりとする。なお、整備した機器等が確実に使用できる状態を維

持することを目的とした平時の使用を前提とする整備についても補助対象とする。 

１）トイレ 

以下の整備に要する経費 

・洋式便器の新設・増設 

・和式便器の洋式化 

・洋式便器の交換（温水洗浄便座の新設又は便器の高機能化を伴う洋式便器の交換） 

・清潔機能向上整備※ 

・洗面器（自動水栓化等） 

・小便器（自動水栓化等） 

・室内空調設備 

・案内標識（多言語又はピクトグラム等により、トイレであることを示す標識やトイレの場所まで

誘導することを目的に設置する看板等） 

・案内表示（トイレ施設内のピクトグラムや使用方法を説明する多言語表示の設置等） 

※清潔機能向上整備とは、トイレ施設内の床・壁面（建具を含む。）において、汚物が飛散しやす

い箇所での光触媒等を用いた抗菌素材の活用や、清潔を維持しやすい清掃仕様に変更する際に

必要とされる整備を言う。 

なお、補助対象となる大便器が設置されるブース内の機器（大便器、便座、紙巻き器、洗浄関連設

備等）の購入及び設置に要する経費は経費に含めることとする。 

ただし、 以下の整備は補助対象としない。 

・和式便器の整備 

・案内標識以外のトイレの周囲の整備（舗装、アプローチのバリアフリー化、トイレ施設外の電気・

配管及び浄化槽の設置等） 

・躯体の新設工事 

・発電設備 

・ポンプ等の機械設備 

・仮設トイレの設置 
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2）災害用トイレ 

・訪日外国人旅行者が災害時に使用するトイレの整備に要する経費 

3）非常用電源装置 

・災害時において外部からの電源供給、燃料の補給が途絶えた状況にあって、「③２）その他要件」

に示した災害時の訪日外国人旅行者への対応業務を実施するために必要な電池容量又は燃料タ

ンク容量を確保できる非常用電源装置（蓄電池システム、発電機等）の整備に要する経費 

     ・電源の利用は、観光案内所や避難所の運営に必要な範囲に限る。 

     ・安定的に電源供給が可能な機器であれば、太陽光発電等も補助対象とする。 

4）情報端末への電源供給機器 

・災害時において訪日外国人旅行者が所有する携帯電話等の情報端末を充電するための機器の整

備に要する経費 

・情報端末への電源供給機器のみの申請は、原則として補助対象外とする。ただし、非常用電源装

置を既に備えている又は本支援措置により備える予定であり、災害時における電源供給が可能な

場合には補助の対象となる。 

5）避難所機能に係る施設整備・改良 

・訪日外国人旅行者の避難に係る備蓄倉庫や避難スペース等の避難所機能に係る施設整備・改良に

要する経費 

6）案内標識 

・多言語又はピクトグラム等により、１）から 5）の施設等を示す標識や施設等の場所まで誘導す

ることを目的に設置する看板等に要する経費 

7）案内表示 

・１）から 5）の施設等に関するピクトグラムや使用方法を説明する多言語表示の設置等に要する

経費 

8）その他 

・避難所機能強化に係る整備に附随する経費 

 

3．災害時の観光施設等における多言語対応機能の強化 

①基本的な考え方 

災害時に訪日外国人旅行者の避難誘導を行う観光施設等における多言語対応を推進することで、訪日

外国人旅行者がわが国を安心して旅行できる環境を整備するため、これらの機能強化に資する整備を支

援するものである。 

 

②補助対象事業者 

観光案内所・観光施設等を設置し、若しくは管理する者、又は観光地における店舗・事業所等を運営す

る者を補助対象事業者とする。ただし補助対象事業者であっても、宿泊事業及び交通事業に係る施設の

整備は補助対象外とする。 

 

③補助対象要件 

1）補助対象施設等 

本補助事業の対象となる施設等（以下「補助対象施設等」という。）とは、２．③１）補助対象

施設等の通りとする。 

2）その他要件 

ⅰ）．災害発生時の避難誘導について、関係地方公共団体との調整が整っていること。 

ⅱ）．災害等の発生が補助対象施設等の業務時間内である場合には、必要な安全の確認等を行った

上で、可能な限り業務を継続すること。 
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ⅲ）．災害の発生が補助対象施設等の業務時間外である場合には、公共交通機関の運行状況や当該

施設等が所在する地域における観光の状況に照らして、訪日外国人旅行者による相談が見込まれ

る場合には、必要な安全の確認等を行った上で、可能な限り速やかに業務を開始すること。 

ⅳ）．ⅱ又はⅲの後は、少なくとも通常の業務時間内は業務を行うこととし、その後も訪日外国人

旅行者による問い合わせが予見される場合は、可能な限り業務継続に努めること。 

ⅴ）．災害時において、訪日外国人旅行者の求めに応じて、災害情報、公共交通機関の運行状況、

宿泊や避難に関する情報等を案内すること。 

※災害時の情報提供にあたっては、『外国人旅行者向け「伝わる表現」用語集』（令和 3 年 3 月策

定）を参考とする。 

ⅵ）．災害の発生時において、多言語案内・翻訳用タブレット端末又は多言語案内・翻訳システム

機器等の活用によることも含め、英語及びその他の外国語による対応も可能であること。 

 

④補助対象経費 

補助対象経費については、以下のとおりとする。 

１）多言語案内機能の整備 

ⅰ）デジタルサイネージ 

災害時に訪日外国人旅行者が必要となる情報について、多言語による発信を目的としたデジタル

サイネージの整備に要する経費（コンテンツ作成を含む。） 

ⅱ）多言語案内・翻訳用タブレット端末 

スタッフが災害時に訪日外国人旅行者に直接情報を伝達するために、補助的に使用することを目

的としたインターネット接続多言語案内・翻訳用タブレット端末及びカバー等付属品に要する経

費 

ⅲ）多言語案内・翻訳システム機器 

スタッフが災害時に訪日外国人旅行者に対して直接情報を伝達するために、スタッフの多言語対

応を目的とした多言語案内・翻訳システム機器及びカバー等付属品に要する経費 

ⅳ）案内標識 

補助対象施設等における観光案内所や避難所等の場所を訪日外国人旅行者に案内することを目

的とした多言語での案内標識の整備に要する経費 

ⅴ）掲示物・配布物 

災害時に訪日外国人旅行者が必要となる情報を多言語で伝達するための掲示物・配布物（避難所

マップ等）について、その作成等に要する経費（その掲出物等の多言語化に必要な翻訳費を含む。） 

ⅵ）ホームページ 

災害時に訪日外国人旅行者が必要となる情報を多言語により発信することを目的としたホーム

ページの作成に要する経費（ホームページの多言語化に必要な翻訳費を含む。） 

ホームページは新規に作成するもののほか、既存のホームページの多言語化及びスマートフォン

対応の改修についても対象とする。新規又は改修するホームページは、スマートフォン対応を必

須とする。 

ⅶ）案内放送 

災害時に訪日外国人旅行者が必要となる情報について、案内放送の多言語化に要する経費。 

２）無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備 

１）に係る設備を利用するために必要となる無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備に要する経費（セキュ

リティ対策を含むソフトウェア購入費も対象。） 

３）スタッフ研修 

多言語対応研修、視察研修、災害対応訓練研修に要する経費 

４）その他 

多言語対応機能に係る整備に附随する経費 
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４．訪日外国人患者受入機能の強化 

①基本的な考え方 

訪日外国人患者（医療が必要となる訪日外国人旅行者）を受け入れる医療機関における受入機能強化を

推進することで、訪日外国人旅行者がわが国を安心して旅行できる環境を整備するため、これらの機能強

化に資する整備を支援するものである。 

 

②補助対象事業者 

病院・診療所等を設置し、又は管理する者を補助対象事業者とする。 

③補助対象要件 

１）補助対象施設 

本補助事業の対象となる病院・診療所等（以下「補助対象施設」という。）とは、病院、診療所、

歯科診療所とし、「外国人患者を受け入れる医療機関の情報を取りまとめたリスト」（観光庁・厚生

労働省）に登録されている、または登録の見込みがあるものとする。 

２）その他要件 

ⅰ）キャッシュレス決済環境 

訪日外国人患者が容易に利用できるよう、整備したキャッシュレス決済の利用方法について、多

言語で表示すること。 

 

④補助対象経費 

補助対象経費については、以下のとおりとする。 

１）多言語案内機能の整備 

ⅰ）デジタルサイネージ 

受診時に訪日外国人患者が必要となる情報について、多言語による発信を目的としたデジタル

サイネージの整備に要する経費（コンテンツ作成を含む。） 

ⅱ）多言語案内・翻訳用タブレット端末 

スタッフが受診する訪日外国人患者に直接情報を伝達するために、補助的に使用することを目

的としたインターネット接続多言語案内・翻訳用タブレット端末及びカバー等付属品の整備に要

する経費 

ⅲ）多言語案内・翻訳システム機器 

スタッフが受診する訪日外国人患者に対して直接情報を伝達するために、スタッフの多言語対

応を目的とした多言語案内・翻訳システム機器及びカバー等付属品の整備に要する経費 

ⅳ）案内標識 

補助対象施設等の場所を訪日外国人患者に案内することを目的とした多言語での案内標識の

整備に要する経費 

ⅴ）案内表示 

補助対象施設等内のピクトサインや施設利用に必要となる情報の多言語表示の設置等に要す

る経費 

ⅵ）掲示物・配布物 

訪日外国人患者が診療にあたり必要となる情報に係る掲示物・配布物（請求書、同意書等）の

多言語化に要する経費（多言語化に必要な翻訳費を含む。） 

ⅶ）ホームページ 

訪日外国人患者が診療にあたり必要となる情報の多言語による発信を目的としたホームペー

ジの作成に要する経費（多言語化に必要な翻訳費を含む。） 

ホームページは新規に作成するもののほか、既存のホームページの多言語化及びスマートフォン

対応の改修についても対象とする。新規又は改修するホームページは、スマートフォン対応を必

須とする。 
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ⅷ）案内放送 

訪日外国人患者が診療にあたり必要となる情報に関する案内放送の多言語化に要する経費 

２）無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備 

１）に係る設備を利用するために必要となる無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備に要する経費（セ

キュリティ対策を含むソフトウェア購入費も対象。） 

３）キャッシュレス決済環境 

以下の整備に要する経費。 

・キャッシュレス決済環境の整備 

・ソフトウェアの購入 

・LAN 環境の整備（セキュリティ対策を含むソフトウェア購入費も対象。） 

４）スタッフ研修 

訪日外国人患者受入対応研修、視察研修に要する経費 

５）その他 

訪日外国人患者受入機能に係る整備に附随する経費 

 

５．災害時等における観光危機管理の強化 
①基本的な考え方 

災害時等の訪日外国人旅行者対応のための観光危機管理の強化を推進することで、訪日外国人旅行
者がわが国を安心して旅行できる環境を整備するため、観光危機管理の強化を支援するものである。 

 
②補助対象事業者 

地方公共団体 
 

③補助対象経費 
補助対象経費については、以下のとおりとする。 
ⅰ）観光危機管理計画の策定 

  観光危機管理計画の策定に向けた現地調査、関係者との調整、コンサルティングに要する経費 
ⅱ）観光危機管理計画に基づく訓練 

  観光危機管理計画に基づく訓練の実施に要する経費 
ⅲ）その他 

観光危機管理計画の策定及び訓練に附随する経費 

 


